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Ⅱ．工事仕様
１．一般事項

建物及び屋外工事種目

２．建物概要

３．工事種目（●印を適用し、各一式とする）
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１）特記仕様書及び図面に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部の「公共建築工事標準仕様書・同改修工事

電気設備工事 特記仕様書
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２．特記事項

１）項目及び特記事項は、●印の付いたものを本工事に適用する。ただし、●印のない場合は※印を適用する。

本工事に使用する設備機材等は、設計図書に規定するもの、または、これらと同等のものとする。

ただし、これらと同等のものとする場合は、監督職員の承諾を受ける。また、「グ」印は「京都府

①材料・機材等が所要の品質、性能を確保し、試験データが整備されていること。

②生産施設及び品質の管理が適切に行われていること。

③安定的な供給が可能であること。

④法令等で定める許可、認可、認定又は免許等を取得していること。

⑤製造又は施工の実績があり、その信頼性があること。

⑥販売、保守等の営業体制が整えられていること。

１）設備機材等を使用する場合は、外部機関等が発行する製造業者等の審査を証明する資料等の写

しを監督職員に提出して承諾を受ける。

２）１）以外の場合は原則として、設備機材等及びその製造業者等は、次の①～⑥の事項を満たす

ものとする。

建築材料等の使用制限

本工事に使用する建築材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を有するものとし、次の

１）～５）を満たすものとする。

１）合板、木質系ﾌﾛｰﾘﾝｸﾞ、構造用ﾊﾟﾈﾙ、集成材、単板積層材、MDF、ﾊﾟｰﾃｨｸﾙﾎﾞｰﾄﾞ、その他の木質

建材、ﾕﾘｱ樹脂板、仕上げ塗材及び壁紙は、ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞを発散しないか、発散が極めて少ない

ものとする。

２）保温材､緩衝材､断熱材はﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ及びｽﾁﾚﾝを発散しないか､発散が極めて少ないものとする。

ﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ､ｱｾﾄｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ､ﾄﾙｴﾝ､ｷｼﾚﾝ､ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝを発散しないか、発散が極めて少ないものとする。

３）接着剤はﾌﾀﾙ酸ｼﾞｰnｰﾌﾞﾁﾙ及びﾌﾀﾙ酸ｼﾞｰ2-ｴﾁﾙﾍｷｼﾙを含有しない難揮発性の可塑剤を使用し、ﾎﾙ

４）塗料はﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ、ﾄﾙｴﾝ、ｷｼﾚﾝ、ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝを発散しないか、発散は極めて少ないものとする。

５）上記１）、３）及び４）の建築材料等を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器

等は、ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞを発散しないか、発散が極めて少ないもの

なお、ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞを発散しないものとは発散量が規制対象外のものを、ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞの発散が極めて

少ないものとは発散量が第３種のものをいい、原則として規制対象外のものを使用するものとする

が、該当する材料等がない場合は、第３種のものを使用するものとする。

また、「ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞの発散量」は次のとおりとする。

①ＪＩＳ及びＪＡＳのＦ☆☆☆☆規格品

該当する建築材料

③下記表示のあるＪＡＳ規格品

ｂ．接着剤等不使用

ａ．非ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ系接着剤使用

ｃ．非ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ系接着剤及びﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞを放散しない材料使用

ｄ．ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞを放散しない塗料等使用

ｅ．非ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ系接着剤及びﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞを放散しない塗料使用

ｆ．非ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ系接着剤及びﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞを放散しない塗料等使用
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グリーン調達方針」（以下、「グリーン調達」という。）の特定調達品目を示す。

②建築基準法施工令第２０条の５第４項による国土交通大臣認定品

※「排ガス対策型建設機械」又は「排ガス浄化装置」を装着したもの及び「低騒音型、低振動型建

設機械指定要領」に基づき指定された建設機械を使用すること。

※適用する ○適用しない

工事用電力・水その他

契約電力５００ｋＷ以上の場合は、第一種電気工事士による施工を行う。

官公署等への手続きは速やかに行い、それに要する費用は全て請負者の負担とする。

構内につくることが（※できる ○できない）

本工事の施工に当たっては、請負契約書第１０条の規定による現場代理人は、主任技術者又は監理

○ ※設置しない ○設置する（○本工事 ○別途）

別契約の関係者・請負者が定置したものは、無償で使用できる。

○本工事で定置する。

①ＪＩＳ及びＪＡＳのＦ☆☆☆☆規格品

②建築基準法施工令第２０条の５第３項による国土交通大臣認定品

※構外指定地に搬出処理

○引き渡しを要する物 【 】

工事請負業者提出書類一覧により提出。

１）建設大臣官房官庁営繕部監修「工事写真の撮り方 建築設備編」による。

２）工事完成時、整理上、１部（ネガ共）提出する。

名 称 内 容

３）履行報告用工事写真は、デジタルカメラで撮影可とする。

背貼り製本

機器製作図 ファイル止

保守指導案内書（機器取説書を含む）

機器性能試験成績書・保証書・施工の試験成績書

完成図・施工図

アルバム綴り

大きさ 部数

１部

１部

るものとする。

請負者は、工事施工において自ら立案した創意工夫や技術力に関する項目、または地域社会への貢

献として評価できる項目に関する事項について、工事完了までに所定の様式により提出することが

できる。

注、（ ）内の数値は、防振支持の機器の場合に適用する。

○電算用電源 ○中央監視装置 ○ＵＰＳ装置 ○自動火災報知装置

重要機器（水槽類）は、下記による。（水槽類にはオイルタンク等を含む）

上層階の定義は、次による。

当該建物において取得する、施工図等の著作権に係わる当該建物に限る使用権は、発注者に委譲す

６階建以下の場合は最上階、７～９階建の場合は上層２階、１０～１２階建の場合 は上層３階、

１３階建以上の場合は上層４階

設計用標準水平震度

設備機器の固定は、建設省住宅局建築指導課監修の「建築設備耐震設計・施工指針１９９７年版」
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１）外部足場周囲は２ｍＨの防護柵で囲う。

２）外部足場は安全ネット付とする。

３）外部足場は外壁より固定を行い安全を確保する。

による。なお、設計用水平地震力は、次に示す設計用標準水平震度に、機器の質量及び重力加速度

を乗じたものとする。また、設計用鉛直地震力は、設計用水平地震力の１／２とする。

特記なきものはＥＭ－ＩＥとする。

EM-CEES

EM-ｱｸｾｽﾌﾛｱ

EM-電子ﾎﾞﾀﾝ

電話用ｹｰﾌﾞﾙ

EM-MEES

EM-UTP

ＥＭ電線、ＥＭケーブルで規格等の記載のないものは、ハロゲン及び鉛を含まない材料で構成され

たものとし、次の記号及び仕様による。

EMｹｰﾌﾞﾙの耐熱性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝを用いたもの

JCS4502（600Vｱｸｾｽﾌﾛｱ用耐熱性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰｽｹｰﾌﾞﾙ）による600Vｱｸｾｽﾌﾛｱ用ﾎﾟﾘｴﾁ

ﾚﾝ絶縁耐熱性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰｽｹｰﾌﾞﾙ（EM-EE）及び600Vｱｸｾｽﾌﾛｱ用架橋ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ絶縁

耐熱性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰｽｹｰﾌﾞﾙ（EM-CE）を示す。

JCS4271に準じ、絶縁材及びｼｰｽにJCS規格によるEMｹｰﾌﾞﾙの耐熱性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝを用

いたもの

JCS9076（耐熱性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰｽ屋内用ﾎﾞﾀﾝ電話ｹｰﾌﾞﾙ）に準じ、対が10P未満のもの

JISX5150により、絶縁材にJCS規格によるEMｹｰﾌﾞﾙの耐熱性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝを用いたもの

EM-OPT JISC6820（光ﾌｧｲﾊﾞ通則）に準じ絶縁材及びｼｰｽにJCS規格によるEMｹｰﾌﾞﾙの耐熱

性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝを用いたもの

図面上合成樹脂製可とう管（以下「ＰＦ管」という）であっても、分電盤、端子盤等の２次側で第

最上階のスラブでモルタル防水及び樹脂防水の場合、埋込配管は避けるのを原則とする。

ＰＦ管で配管する場合は、合成樹脂製ボックスを使用する。

分電盤、制御盤、端子盤等の２次側以降の配線経路、電線太さ、電線本数、管径等は監督職員の承

諾を受けて変更することができる。

分電盤の予備の配線用遮断器が４個以下の場合（25）を１本、５個以上の場合（25）を２本天井内

まで立上げる。ケーブルラックの防火貫通部に（51）を１本以上立上げる。

JCS4258（制御用ｹｰﾌﾞﾙ（遮へい付））に準じ、絶縁材及びｼｰｽにJCS規格による

１ボックスまで及び露出部分は鋼製電線管で施工する。その場合、電線の収容本数は内線規定によ

る。電線管表示(19)～(75)で特記なき場合は、ねじなし電線管とする。屋外の配管及び図中、特記

のある露出配管は塗装を行う。床埋込配管は、(ＰＦ２２)相当以下とする。

下記の機器内配線及びケーブルには、ＥＭ電線及びＥＭケーブルを使用する。

ただし、高圧主回路配線はこの限りでない。

水平高低調整式（空転防止付リング付、ＯＡフロアー部分を除く）

※金属製（ステンレス、新金属も含む） ○樹脂製

※砲金製 ○アルミ製

盤その他機器類について図示した寸法は、約寸法とする。

○鋼板製とし、配管カップリングは溶接を行い、溶融亜鉛メッキ後指定色塗装を行う。

※ステンレス とする。

多重伝送制御システムの設定は、監督職員の指示による。システム設定器を附属させる。

蛍光灯照明器具の安定器回路方式及び電圧は、標準図及びＪＩＬ５００４－２００４

「公共施設用照明器具」に指定のあるもの、図面特記があるものを除き下記による。

環形（ホームライトを除く）

15形以下

20形（防雨形･防湿形･電池内蔵形

非常用照明）

20形（上記以外のもの）

D13形,D18形,D27形

H16形,H24形,H32形,H42形,P32形,P45形

Hf16形,Hf32形,Hf86形｢グ｣

○引出し形 ○飛び出し形 ○内部固定形 ○外部固定形 ○ＯＡフロアー用

幹線 ○単相３線式１００／２００Ｖ ６０Ｈｚ ○直流２線式 １００Ｖ

○

○

○

○

○

多重伝送制御システム

「グ」

社団法人日本照明器具工業会技術資料１３０「照明制御装置による消費電力削減効果の評価手法」

により、消費電力削減効果の評価を行い監督職員に提出する。

照明制御装置の各センサー設定は、監督職員の指示による。センサー設定器を附属させる。

コンパクト形

回路方式 電圧(V)蛍光灯の種類

標準図において、防雨形または防湿形の器具本体の材質に、ＳＵＳを含む複数の材料が適用されて

いる場合は、ＳＵＳを適用する。

本工事の分電盤、ＯＡ盤、実験盤で、分岐に用いる配線用遮断器及び漏電遮断器の寸法は、JIS C

8370「配線用遮断器」、同付属書５「電灯分電盤用協約形配線用遮断器」による。特記なき場合、

分岐に用いる２極の配線用遮断器及び漏電遮断器は、１極サイズのものとする。

○

電

灯

設

備

○配管 ○配線 ○機器取付

○内部雷保護システム

○Ⅰ ○Ⅱ ○Ⅲ ○Ⅳ

突針支持管 ※鋼製 ○ステンレス製

○Ａ型接地極（○板状接地極 ○抵抗接地極 ○放射接地極）

○Ｂ型接地極（○環状接地極 ○網状接地極）

○

○

○

○

○

○

設
備

動

力

設

備

自動火災報知設備の受信機、連動制御器及びガス漏れ火災警報受信機と連動して、空調機を停止さ

せる。

雷

保

護

設

備

高圧 三相３線式 ６ｋＶ ６０Ｈｚ

電

受

変

設

○低圧スイッチギア ○系統連系保護制御盤

高圧回路の絶縁監視

低圧回路の絶縁監視

○表示部

○通信機能

○データ出力

油入変圧器

モールド変圧器

（絶縁種別 Ｆ）

三相

三相

単相

単相
○ＪＥＭ １４７４ ※ＪＥＭ １４８２ ｢グ｣

○ＪＥＭ １４７５ ※ＪＥＭ １４８３ ｢グ｣

○５ｍＡ ○１０ｍＡ ○１５ｍＡ ○２５ｍＡ

※有 ＲＳ－４８５ ○有 ＲＳ－２３２Ｃ ○無

○有（詳細別記） ※無

○有（詳細別記） ※無

ただし、スコット結線変圧器、モールド変圧器でＨ絶縁材料を使用するものは除く。

○零相電流・電圧測定方式 ○部分放電検出方式

盤内に予備限流ヒューズを収納する。

変圧器の規格は次による。

用途 ○建築基準法用 ○消防法用 ○受変電設備専用

その他 ○過放電防止保護装置（直流不足電圧継電器）の設定電圧は、９０Ｖとする。

用途 （ ）

方式 ○一般形 ○簡易形

静
止
形
電
源
設
備

○配管 ○配線 ○機器取付

○

○

○

○配管 ○配線 ○機器取付

太陽電池

※有 ○無

公称最大出力 ｋＷ以上

㎡以下（長辺 ｍｘ短辺 ｍ）

○受動 ○能動

相 線式 Ｖ ｋＷ以上

連続運転可能時間 ※10時間以上 ○168時間以上 ○常時運転

○非常用 ○常用（※系統連系型 ○独立型）

ｋＷ（ ｋＶＡ）以上 原動機 ｋＷ以上

三相３線式 ６０Ｈｚ ※２１０Ｖ ○６.６ｋＶ ○

○排出ガス処理装置 ○有 ※無

○低減装置 ○有 ※無

設

発

電

○

○

○

「グ」

○

○配管 ○配線 ○機器取付

○

○

備

○注意電流設定値

○活線ｔａｎθ測定方式 ○直流漏洩電流検出方式

三相可変性電動機用インバータ装置の規約効率は、次表の値以上とする。

電
熱

電動機出力(kW)

備考）１）電動機の供給電圧は１００Ｖ又は２００Ｖとする。

２）インバータ効率は、１００％負荷時の値とする。

○外部雷保護システム（○受雷部システム ○引下げ導線システム ○接地システム）

設置可能建築面積

○有 ※無

幹線 ○光ファイバーケーブル（EM-OPT）（○SM ○MM） ○ＥＭ－ＵＴＰケーブル

支線 ○光ファイバーケーブル（EM-OPT）（○SM ○MM） ○ＥＭ－ＵＴＰケーブル

○一般形 個 ○ＯＡフロアー用 個（通線カバー）

※本工事 ○別途工事

○ボタン電話装置 ○電子交換機

○５分以上 ○３０分以上 ○製造者標準

電話機１台につき以下を見込む。

○配管 ○配線 ○機器取付

構

内

交

換

設

備

○

○

○

○

○

○

○

○ＥＭ－ＴＩＥＥ ０.６５－２Ｃ ２０m（片側６極２心ﾓｼﾞｭﾗｰﾛｰｾﾞｯﾄ付）

○ＥＭ－電子ボタン電話用ケーブル ０.４ －２Ｐ ２０m（片側６極４心ﾓｼﾞｭﾗｰﾛｰｾﾞｯﾄ付）

○ＥＭ－ＵＴＰ ０.５ －４Ｐ ２０m（片側８極８心ﾓｼﾞｭﾗｰﾛｰｾﾞｯﾄ付）

○２号ワイヤプロテクタ １.５ｍ

ローテンションアウトレット

○外部固定形 ○内部固定形 ○回転形または上下動形 ○

特記なき子時計は、ＳＷＡ３３－ＧＰＢ２とする。○

○マルチサイン装置 ○出退表示設備 ○時刻表示設備

○配管 ○配線 ○機器取付

○

○

○金属管配線 ○ケーブル配線 ○合成樹脂管配線

○配管 ○配線 ○機器取付○

○卓上形 ○ラック組込形

Ｈｉ形 Ｗ以上

※有 回線 ○無

○モニター機能

○ﾘﾓｺﾝ機能 ○ｺｰﾙｻｲﾝ機能

○

○

○

○

○ ○配管 ○配線 ○機器取付

拡

声

設

備 ＣＤプレーヤ／ＤＶＤ

○自動放送はアッテネーターを経由した回路とする。

○卓上形 台 ○ハンド形 台

周波数特性は、２０Ｈｚ～２０ｋＨｚ 偏差±１ｄＢとすることができる。

○卓上形 ○ラック組込 ○ラックスペースのみ

○卓上形 ○ラック組込 ○ラックスペースのみ

○卓上形 ○ラック組込形

Ｈｉ形 Ｗ以上

※有 回線 ○無

○モニター機能

○ﾘﾓｺﾝ機能 ○ｺｰﾙｻｲﾝ機能

○ローカル放送用

媒体 ○カセット式 ○磁気ディスク

○全館放送用(※一般放送 ○非常放送)用途

形式

定格出力

出力制御盤

付加機能

○

○

備

誘

導

支

援

○テレビインターホン

○外部受付用インターホン

○インターホン

○トイレ等呼出し装置

○配管 ○配線 ○機器取付

○電話式 ○相互式

○カラー ○白黒

窓 呼出しボタン

○カラー ○白黒

○音声誘導装置 （○磁気式 ○無線式）

○壁付握りボタン（握りボタンの長さは、０.２ｍ以上とする）

設 ○壁付ボタン （プルスイッチの長さは、０.２ｍ以上とする）

○受付呼出し装置 ○誘導音

○配管 ○配線 ○機器取付

測定チャンネルは監督職員と協議する。

○

○

○

○ ○カラー ○白黒

○配管 ○配線 ○機器取付
設

備

信
設
備

受

備

設情

表
示

報

ビ

テ
レ

同
共

カ
視
監

メ
ラ

○配管 ○配線 ○機器取付○

場
車設
駐

管備
制

○

○防犯装置 ○入退室管理制御装置

○配管 ○配線 ○機器取付○

○機械警備用配管

網
信
通

設
備

情
内
構

報

理・
設入
備退

室

管犯
防

○ ○自動火災報知設備 ○自動閉鎖装置 ○非常警報装置 ○ガス漏れ火災警報装置

○ ○配管 ○配線 ○機器取付

○副受信機 窓

○

○ ※消火栓箱内押ボタン ○発信機と連動（総合盤に始動表示灯を設ける）

回線（予備電源（蓄電池）内蔵）

○機器収容箱（○消火栓一体形 ○単独形）

○

○単独 ○火災受信機等と一体 ○ダンパ等（全数）復帰用の予備電源容量をもつこと。

○防火戸用 （ＤＣ２４Ｖ ０.６Ａ以下 電磁式またはラッチ式）

○防煙ダンパ用 （別途工事 瞬時通電式または電動式ＤＣ２４Ｖ ０.６Ａ以下、遠方復帰機構

（電動式）ＤＣ２４Ｖ ０.７Ａ以下）

○

ガス漏れ火災警報装置

○受信機 形 級 回線（○壁掛形 ○自立形）（○単独形 ○複合形）

○防火シャッタ用（別途工事 ＤＣ２４Ｖ ０.６Ａ以下 警報連動付）

（○単独形 ○火災受信機と一体）（ガスの種類 ※都市ガス（１３Ａ） ○液化石油ガス）

○ 受信機 形 級 回線（※壁掛形 ○自立形）

自

動

火

災

報

知

設

備

受信機に諸警報表示窓（ 窓）を設ける。○

○

○

○警報盤 ○監視制御装置

※標準仕様書による ○３０分間以上

○配管 ○配線 ○機器取付○

備

設映
像
音
響

備

央
監
視

中

設

制
御

ケーブルが直接接触しない場合の金物は接地を省略してもよい。

ハンドホールにおいてもケーブル支持材を設ける。

高圧ケーブルは､マンホール､ハンドホールまたはキュービクル内等の１ケ所で約３ｍの余長をとる。

基礎 ※本工事 ○別途工事

構

内

配

電

線

特記なき場合は、ＧＬ（舗装がある場合は、舗装下面）－３００ｍｍ以下とする。

電柱は遠心力プレストレストコンクリートポールとする。

構造寸法は （※標準図 ○図示）による。

蓋の用途表示は（※電力 ○ ）とする。

路

○外灯ポールの材質が鋼製（ＳＰＣ）の場合は溶融亜鉛メッキとし、指定色塗装とする。

高圧管路及び外灯回路以外の低圧管路に設ける。

○

○ 特記なき場合は、ＧＬ（舗装がある場合は、舗装下面）－３００ｍｍ以下とする。

○ 電柱は遠心力プレストレストコンクリートポールとする。

構造寸法は （※標準図 ○図示）による。

蓋の用途表示は（※電力 ○ ）とする。

○

○路

構

内

通

信

線

引込み管路に設ける。

○配管 ○配線 ○機器取付

別表１ 付属品・予備品

○ウォールキャビネット（Ｗ＝ Ｄ＝ Ｈ＝ ）ｘ 個

ランプ及びヒューズの予備品は、１００％とする。

ランプ及びグロー球の予備品は、種別毎に１％とする。但し、端数は切り上げることとし、最少個数を１個とする。

受変電設備・盤

ｲﾝﾊﾞｰﾀ効率 (%)

③旧ＪＩＳのＥｏ規格品

④旧ＪＡＳのＦＣｏ規格品

の 処 分

の 処 分

建物名 階数構造 延面積(㎡) 備 考消防法令別表１の区分

屋 外

特 記 事 項項 目章

ホルムアルデヒドの発生量

設置場所

○特定の施設

重要 一般

※一般の施設

重要 一般

機器 水槽類 機器 水槽類機器 機器

0.4

85.0

0.75

87.0

1.5

88.5

2.2

89.5

3.7

90.0

5.5

90.5

7.5

91.0

11

91.5

15

92.0

18.5

92.5

22

93.0

30

93.5

37

94.0

45

94.5

GH

PH

PN

EL

GH(EH)

GL

GL

100

100

100

100

○100○200

100

工事範囲・・・・・・

電気方式・・・・・・

効果の評価・・・・・

照明制御装置・・・・

照明制御による・・・

蛍光ランプ・・・・・

設備機材等・・・・・

機材の品質・・・・・

性能等の証明・・・・

適合品の確認・・・・

化学物質を発散する・

電気工作物の種類・・

電気保安技術者・・・

現場代理人・・・・・

施工体制台帳等の・・

作成・提出・・・・・

電気工事士・・・・・

官公署等への手続・・

工事用仮設物・・・・

足場・さん橋類・・・

監督職員事務所・・・

建設機械・・・・・・

建設副産物及び・・・

建設発生土・・・・・

工事関係書類・・・・

履行報告・・・・・・

工事写真・・・・・・

完成図書・・・・・・

付属品及び予備品・・

電子データの提出等・

著作権等・・・・・・

創意工夫・・・・・・

高度技術・・・・・・

外部足場・・・・・・

耐震施工・・・・・・

電線・・・・・・・・

電線類・・・・・・・

電線管・・・・・・・

ボックス・・・・・・

予備配管・・・・・・

電線本数・管路等・・

寸法・・・・・・・・

その他・・・・・・・

フロアプレ-ト・ベ-ス

ＲＰ又はＭＰ形・・・

照明器具・・・・・・

フロアコンセント・・

分電盤等・・・・・・

工事範囲・・・・・・

電気方式・・・・・・

制御盤・・・・・・・

インターロック・・・

インバータ装置の・・

規約効率・・・・・・

工事範囲・・・・・・

工事範囲・・・・・・

保護レベル・・・・・

受雷部システム・・・

接地システム・・・・

電気方式・・・・・・

絶縁監視装置・・・・

付属品等・・・・・・

工事範囲・・・・・・

直流電源装置・・・・

交流無停電電源装置・

（ＵＰＳ）・・・・・

工事範囲・・・・・・

ディーゼル発電装置・

太陽光発電装置・・・

外部移報・・・・・・

工事範囲・・・・・・

施工方法・・・・・・

工事範囲・・・・・・

ハイテンションアウトレット

保安器用接地・・・・

形式・・・・・・・・

蓄電池容量保持時間・

電話機への配線・・・

○

増幅器・・・・・・・

工事種類・・・・・・

工事範囲・・・・・・

子時計・・・・・・・

工事範囲・・・・・・

施工方法・・・・・・

工事範囲・・・・・・

マイクロホン・・・・

レコーダ・・・・・・

工事範囲・・・・・・

工事内容・・・・・・

工事範囲・・・・・・

電界強度測定・・・・

工事範囲・・・・・・

画像・・・・・・・・

工事範囲・・・・・・

工事範囲・・・・・・

工事種類・・・・・・

工事種類・・・・・・

工事範囲・・・・・・

自動火災報知装置・・

消火ポンプの始動・・

連動制御盤・・・・・

自動閉鎖装置・・・・

諸警報表示・・・・・

工事範囲・・・・・・

監視方式・・・・・・

蓄電池容量・・・・・

工事範囲・・・・・・

埋設深さ・・・・・・

区分開閉器・・・・・

ハンドホール・・・・

がいし、高圧ケーブル

端末処理・・・・・・

避雷器・・・・・・・

工事範囲・・・・・・

埋設深さ・・・・・・

電柱・・・・・・・・

マンホール及び・・・

ハンドホール・・・・

標識シート・・・・・

照明器具・・・

規制対象外・・・・・・・

第三種・・・・・・・・・

○（財）城陽山砂利採取地整備公社（城陽市富野猪谷１－７他）

完成図・・・・・

施工図・・・・・

機器完成図等・・

原図・・・・・・

完成写真・・・・

上層階、屋上及び塔屋・・・

中間階・・・・・・・・・・

１階及び地下階・・・・・・

電灯設備・・・・・・・・・・・・・・

動力設備・・・・・・・・・・・・・・

雷保護設備・・・・・・・・・・・・・

電熱設備・・・・・・・・・・・・・・

用途・・・・・・・

運転時間・・・・・

定格・・・・・・・

定格出力・・・・・

排気ガス処理装置・

アレイ・・・・・

系統連系・・・・・・・・・

パワーコンディショナ出力・

逆潮流・・・・・・・・・・

受変電設備・・・・・・・・・・・・・

静止形電源設備・・・・・・・・・・・

発電設備・・・・・・・・・・・・・・

構内情報通信網設備・・・・・・・・・

構内交換設備・・・・・・・・・・・・

情報表示設備・・・・・・・・・・・・

映像・音響設備・・・・・・・・・・・

拡声設備・・・・・・・・・・・・・・

誘導支援設備・・・・・・・・・・・・

テレビ共同受信設備・・・・・・・・・

監視カメラ設備・・・・・・・・・・・

駐車場管制設備・・・・・・・・・・・

防犯・入退室管理設備・・・・・・・・

自動火災報知設備・・・・・・・・・・

中央監視制御設備・・・・・・・・・・

構内配電線路・・・・・・・・・・・・

構内通信線路・・・・・・・・・・・・

撤去工事・・・・・・・・・・・・・・

●

●

グリーン調達適合品の証明を監督職員に提出する。

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●配電盤 ○直流電源装置 ○非常用発電装置 ○交換機

●

●

●

●

●

フラッシュプレート・

●

機器内配線等・・・・

直管形・・・

Ｈf形・

単位ユニットの電流計は負荷端子の手前に接続する。制御回路に用いる変圧器は絶縁変圧器とする。

電気方式・・・・・・

電柱・・・・・・・・

装柱材・・・・・・・

○屋外形 ○耐塩形

○一般用 ○耐塩用 ○重耐塩用

外灯・・・・・・・・

○

○

○

○

用途 ○架空引込用 ○地中引込用

構造 ○耐中塩じん用 ○耐重塩じん用

形式 ○引外し装置付（ＳＯＧ形）○引外し装置なし ○避雷器内蔵 ○制御電源用変圧器内蔵

○

○

高圧負荷開閉器７.２ｋＶ ○２００Ａ ○３００Ａ

○高圧スイッチギア（ ） ○変圧器盤 ○コンデンサ盤

Ⅰ．工事概要

工事範囲・・・・・・

○三相３線式 Ｖ ○三相４線式 Ｖ／ Ｖ

その他・・・・・・・

配電盤形式・・・・・

余長・・・・・・・・

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

グリーン調達・・・・

●

変圧器の規格・・・・

○

備 基礎・・・・・・・・

○

●完成図 ●完成写真 （指定物を（※ＣＤ－Ｒ ○ＭＯ）にて提出する）

マンホール及び・・・

標識シート・・・・・

○福知山建設発生土処理場（福知山市長尾地内）

屋外の盤類・開閉器箱・屋外のプルボックスの材質は技術者と同様、請負者との直接的かつ恒常的な雇用関係のある者を選任する。

・工事写真の取り方（建築設備編）

・電気設備工事施工チェックシート・建築設備耐震設計施工指針

○ 下記の図書を監督職員事務所に備え付ける。

・公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）・公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）

・公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）・電気設備工事監理指針

監督職員事務所に・・

備え付ける図書・・・

(2) 収集運搬車両は、次の内容が記載された書面を備え付けること。

「積載した事業場の名称、所在地及び連絡先」、「運搬先の事業場の名称、所在地及び連絡先」

２ 許可業者に運搬を委託する場合

(1) 収集運搬車両の両側面に鮮明に識別しやすい文字の色で次の内容の表示を行うこと。

(1) 収集運搬車両の両側面に鮮明に識別しやすい文字の色で次の内容の表示がされている業者に委託すること。

(2) 収集運搬車両に次の書面が備え付けられている業者に委託すること。

・産業廃棄物管理票（マニフェスト）

３ 提出資料

・産業廃棄物収集運搬業の許可証の写し

平成１７年４月１日より「京都府産業廃棄物税条例」に基づき導入される産業廃棄物税（以下「産廃税」という）は、京都府内の

最終処分施設に搬入される産業廃棄物について課税されるものである。

工事完成時に産業廃棄物の収集運搬車両への表示状況が確認できる写真を提出すること。

また、中間処理施設に搬入された産業廃棄物においても、リサイクル後の処理残滓等が最終処分場に搬入される場合は、最終

処分場に搬入される量に対して課税される。なお、本工事においても、産廃税相当額を見込んでいる。

●特記事項（産業廃棄物税）

●特記事項（産業廃棄物運搬車両の表示等）

（産業廃棄物運搬車両の表示等）

１ 自己（社）運搬の場合

○ ○

○ ○

○

○ ○ ○

○蛍光灯照明器具 ○照度センサー ○変圧器

○

○特別管理産業廃棄物

○ＰＣＢ使用機器 ○ＳＦ６ガス使用機器 ○

○構内指示場所に敷き均し（不良土は構外適切処理）

○

○低圧配電盤の配線用遮断器は取付け板組込形で埋込形とする。

○

○ ○一般用 ○耐塩形

○

・「氏名又は名称及び住所」、「運搬する産業廃棄物の種類及び数量」、「運搬する産業廃棄物の積載日」

・「産業廃棄物運搬車」の文字（JIS Z8305 140ﾎﾟｲﾝﾄ以上(5cm以上)）

・事業者の氏名又は名称 （ 同 90ﾎﾟｲﾝﾄ以上(3cm以上)）

・「産業廃棄物運搬車」の文字（JIS Z8305 140ﾎﾟｲﾝﾄ以上(5cm以上)）

・許可業者の氏名又は名称 （ 同 90ﾎﾟｲﾝﾄ以上(3cm以上)）

・統一許可番号(下６桁) （ 同 90ﾎﾟｲﾝﾄ以上(3cm以上)）

●工事実績情報の登録・ 現場説明事項書による

請負者は、請負金額３千万円以上（建築一式工事については４千５百万円以上）の工事について

施工体制台帳（下請契約書等添付）及び施工体系図を作成し、監督職員に提出しなければならない。

●建退共運営実績報告・ 請負者は、工事完成時に、建退共運営実績報告書を提出しなければならない。

標準仕様書によるほか、別表１による。

１）「建設副産物処理計画書」「建設発生土処理計画書」を監督職員に提出する。

２）関係法令等に従い、適正に廃棄物等を処理し、「建設副産物処理報告書」「建設発生土処理報

告書」により監督職員に報告する。

１．工事場所

ＲＣ 既設建物

●

○

●

○

●

●

● ●建設副産物

●

●

●分電盤 ○ＯＡ盤 ○実験盤 ○開閉器箱 ○制御盤

●キュービクル式配電盤 ○直流電源装置 ○交流無停電電源装置（ＵＰＳ）

●

●

分岐 ○単相２線式 ○１００Ｖ ●２００Ｖ ○直流２線式 １００Ｖ

○

●

●

● 幹線 ●三相３線式２００Ｖ ６０Ｈz ○

分岐 ●三相３線式２００Ｖ ６０Ｈz ○

●

○屋内キュービクル式配電盤 ●屋外キュービクル式配電盤●

○

●

●

●低圧配電盤の裏面に負荷側引出し用端子を設ける。

●低圧配電盤に内部点検空間を設ける。（幅600mm以上・高さ1,800mm以上）

●充電標示器は、断路器の１次側の適切な場所に設ける。

●

●

●

●配管 ●配線 ○機器取付

●

●３相３線式 ○６ｋＶ ●２００Ｖ

●イージーキャビネット １箱 ○キーボックス ○テスター ○マンホールフック

●工具箱（ドライバー、モンキーレンチ、組スパナー、ハンマー）

３

○

○

○

○ ○配管 ○配線 ○機器取付

低圧 ●三相３線式２００Ｖ ●単相３線式１００Ｖ／２００Ｖ

○本工事 ※別途工事 ●既設

○単相３線式 １００／２００Ｖ ○単相２線式 ○１００Ｖ ○２００Ｖ

●配管 ●配線 ○機器取付

○

○100○200

２）工事種目に機械設備工事及び建築工事を含む場合、その仕様は当該図面による。

京都府船井郡京丹波町地内

京丹波町中央公民館 １項（ロ）

○

○

○

気設備工事編）（平成１９年版）」（以下、「標準図」という。）による。

標準仕様書（電気設備工事編）（平成１９年版）」（以下、「標準仕様書」という。）及び「公共建築設備工事標準図（電

※事業用電気工作物 ●一般用電気工作物

○

○

本工事に必要な工事用電力・水などの費用は、無償とする。

○建設発生土

○構外搬出適切処理（自由処分）

背貼り製本 Ａ３版 １部

部

１部

○

○

○

●配管 ●配線 ○機器取付

訂正

Kazu 一級建築士事務所

前田和成 （一級建築士登録番号 第158503号）

承 諾 設 計 担 当 製 図

前田

縮尺

製作日 図面名称

工事名称 図面番号

アスファルト塊【 】

●再生資源利用を図る物【コンクリート 】

○

○

Ａ４版 １部

電気設備 特記仕様書

中央公民館

●

●

●

コンクリート塊【 金下建設丹波営業所 】

●指定地処分は次のとおり。

月報 ※２部 ○３部 月末〆のものを翌月５日までに提出する。●

●
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展示室

倉庫

7, 0 0 0

前田
Kazu 一級建築士事務所
前田和成 （一級建築士登録番号 第15 8 5 0 3号）

図面番号工事名称

図面名称製作日

縮尺承 諾 設 計 担 当 製 図訂正

3
0
,
1
7
0

8
5

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

8
5

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
8
5

8
5

7 , 0 0 06 , 0 0 05 , 0 0 0 8 58 5

女子便所

男子便所
廊下

事務所

倉庫

湯沸室

廊下
倉庫

調理講習室

踏込

押
入

床

押入 押入

押入

テラス

7, 0 0 0
3
0
,
1
7
0

8
5

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

8
5

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
8
5

8
5

7 , 0 0 06 , 0 0 08 5

女子便所

男子便所
廊下

事務所

廊下

U

U D

図書室

子供室

休息

階段室ホール

１倉庫

２倉庫

受付

バルコーニ

屋外階段

U U

D

1：150 京丹波町中央公民館

１階平面図 ２階平面図

7 , 0 0 0 6 , 0 0 08 5

玄関

スロープ

2, 5 0 0 8 5

受水槽

ボイラー室

コピー室

相談室

事務室

教育長室

23 5 2 , 3 0 0

4
,
0
0
0

1 5 , 6 7 0 1 3 , 1 7 0

7 , 0 0 0 6 , 0 0 08 5 8 5

2 3 5 2 , 3 0 0

4
,
0
0
0

2 3 5 2 , 3 0 0

4
,
0
0
0

学習室
湯沸室

１階床面積 ５７８．４３９㎡

２階床面積 ５５１．９７４㎡

３階床面積 ５５１．９７４㎡

Ｒ階床面積 ２８．０００㎡

延べ床面積 １７１０．３８７㎡

消火栓 消火栓

甲種防火扉

甲種防火扉

乙種防火扉

玄関ホール

・常時閉鎖式

乙種防火扉

甲種防火ｼｬｯﾀｰ

和室1 和室2

P A C 6

P A C 9

P A C 2

P A C 7

P A C 1

P A C 3P A C 4P A C 5

P . B 2

P . B 2

P . B 2

P . B 1

P . B 1

P . B 1

空調電源盤

(新設)

ﾎ ﾞ ｲ ﾗ ｰ制御盤

(既設)

C E T 2 2 s q E 5 . 5 s q ( E 3 9 )

( P A C 9 ) C E 5 . 5 s q - 3 C

( P A C 6 ) C E 5 . 5 s q - 3 C

( P A C 1 ) E E F 2 . 0 m m - 3 C E 5 . 5 s q

同右 ( E 3 9 )

( P A C 2～5 , 7 )

E E F 2 . 0 m m - 3 C×5 E 5 . 5 s q ( G 3 6 )

( P A C 5 ) E E F 2 . 0 m m - 3 C E 2 . 0 ( G 2 2 )

( P A C 4 ) E E F 2 . 0 m m - 3 C E 2 . 0 ( G 2 2 ) ( P A C 3 ) E E F 2 . 0 m m - 3 C E 2 . 0 ( G 2 2 )

( P A C 2～4 , 7 ) E E F 2 . 0 m m - 3 C×4 E 5 . 5 ( G 3 6 )

同下 (H I V E 2 8 ) 植込み内ﾍﾞ ｰ ｽ ﾌ ﾞ ﾛ ｯ ｸ置き

P. B 1

( P A C 7 ) E E F 2 . 0 m m - 3 C E 2 . 0 ( H I 2 2 )
( P A C 2 ) E E F 2 . 0 m m - 3 C E 2 . 0 ( H I 2 2 )

( P A C 1 ) E E F 2 . 0 m m - 3 C E 2 . 0

( P A C 1 ) E E F 2 . 0 m m - 3 C E 2 . 0 ( G 2 2 )

( P A C 2 , 7 ) E E F 2 . 0 m m - 3 C×2 E 2 . 0 ( G 2 8 )

6
,
0
0
0

( P A C 6 , 9 ) C E 5 . 5 s q - 3 C×2 E 2 . 0

( P A C 8 ) C E 5 . 5 s q - 3 C E 2 . 0 ( G 2 2 )

( P A C 8 ) C E 5 . 5 s q - 3 C E 2 . 0 ( G 2 2 )

( P A C 6 , 9 ) C E 5 . 5 s q - 3 C×2 E 2 . 0

( P A C 9 ) C E 5 . 5 s q - 3 C E 2 . 0 ( G 2 2 )

( P A C 6 ) C E 5 . 5 s q - 3 C E 2 . 0 ( G 2 2 )

＊

＊

＊
＊

空調電源盤送り

MC C B 3 P 7 5 A増設

１階・２階 電気図
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4
,
0
0
0

前田
Kazu 一級建築士事務所
前田和成 （一級建築士登録番号 第15 8 5 0 3号）

図面番号工事名称

図面名称製作日

縮尺承 諾 設 計 担 当 製 図訂正

7, 0 0 0

3
0
,
1
7
0

8
5

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

8
5

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
8
5

8
5

7 , 0 0 06 , 0 0 08 5

女子便所

男子便所
廊下

事務所

D

バルコーニ

屋外階段

階段室ホール

D

U

踏込

廊下
湯沸室

1倉庫 2倉庫

1控室

京丹波町中央公民館1：150

３階平面図

1 3 , 1 7 0

7 , 0 0 0 6 , 0 0 08 5 8 5

2 3 5 2 , 3 0 02 3 5 2 , 3 0 0

2控室

公会堂

消火栓

甲種防火ｼｬｯﾀｰ

乙種防火扉 乙種防火扉 乙種防火扉 2
,
3
0
0

3
,
7
0
0

3 1 7 . 0㎡

ステージ

3P1 5 A

3 P 1 5 A

3 P 2 0 A

3 P 1 5 A

3 P 1 5 A

3 P 2 0 A

3 P 1 5 A

3 P 1 5 A

3 P 3 0 A

3 P 7 5 A

P A C 2

P A C 4

P A C 6

P A C 8

1 F事務室ｴｱ ｺ ﾝ

1 F和室１ｴｱ ｺ ﾝ

2 F事務所ｴｱ ｺ ﾝ

2 F図書室ｴｱ ｺ ﾝ

P A C 1

P A C 3

P A C 5

P A C 7

1 F事務所ｴｱｺ ﾝ

1 F和室２ｴｱｺ ﾝ

1 F調理講習室

2F学習室ｴｱｺ ﾝ

P A C 9

3 F事務所ｴｱｺ ﾝ

３Φ２００Ｖ 22 s q

既設ﾎﾞ ｲ ﾗ ｰ制御盤より

空調電源盤

鋼板製屋内壁掛型

凡 例

天井内ケーブル隠蔽配管配線

露出配管配線

規格は併記

規格は併記

機械室内等、及び樹脂製電線管を除き塗装する。

管端ブッシング止め

立上げ、引き下げ

プルボックス

PB. 1：SS 1 5 0×15 0×1 0 0 S U S . W P

P B . 2：S S 2 0 0×20 0×1 0 0 S U S . W P

動力分電盤 （空調電源盤）

既設制御盤

パッケージエアコン室外機 （別途工事）

＊ ＲＣ壁貫通補修 Φ30～50、Ｌ=1 5 0～2 0 0 m m

ＲＣ壁貫通の上、防火区画処理 Φ50×L4 0 0 m m程度

註 記

１．空調室内機（別途工事）は記していないので、必要に応じて、機械設備工事業者

と調整すること。

２．天井内隠蔽配線に伴う間仕切り壁の貫通は、既存の配線用貫通を利用すること。

但し、適切な既存貫通が無い場合は、新たに設けること。なお、区画壁以外は

補修の必要は無しとする。

３．室外機と電線管の接続には、可とう電線管（被覆付ﾌﾟ ﾘｶ ﾁ ｭ ｰ ﾌ ﾞ）を用いること。

力な作業に至るまで、建物管理者との工程調整をおこなうこと

４．使用中の建物であるため、騒音、振動、停電等を伴う作業は当然の事ながら、極

４．接地線は配線経路毎に母線を配し、中途分岐とする。

３階 電気図
3/6



○ビニル管（ＶＰ）

工 事 関 係 書 類

建物名

の 処 分

Ⅰ．工事概要

建物及び屋外工事種目

２．建物概要

３．工事種目（●印を適用し、各一式とする）

○

○ ○ ○

○ ○ ○

○

○ ○

○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

機械設備工事 特記仕様書

空 気 調 和 設 備

換 気 設 備

排 煙 設 備

自 動 制 御 設 備

衛 生 器 具 設 備

給 水 設 備

排 水 設 備

給 湯 設 備

消 火 設 備

ガ ス 設 備

○

○

○

○ ○ ○

○ ○ ○

○

厨 房 機 器 設 備

撤 去 工 事

Ⅱ．工事仕様
１．一般事項

２．特記事項

１）項目及び特記事項は、●印の付いたものを本工事に適用する。ただし、●印のない場合は※印を適用する。

ただし、これらと同等のものとする場合は、監督職員の承諾を受ける。また、「グ」印は「京都府

グリーン調達適合品の証明を監督職員に提出する。

①材料・機材等が所要の品質、性能を確保し、試験データが整備されていること。

②生産施設及び品質の管理が適切に行われていること。

③安定的な供給が可能であること。

④法令等で定める許可、認可、認定又は免許等を取得していること。

⑤製造又は施工の実績があり、その信頼性があること。

⑥販売、保守等の営業体制が整えられていること。

１）設備機材等を使用する場合は、外部機関等が発行する製造業者等の審査を証明する資料等の写

しを監督職員に提出して承諾を受ける。

２）１）以外の場合は原則として、設備機材等及びその製造業者等は、次の①～⑥の事項を満たす

ものとする。

機 材 の 品 質 ・

性 能 等 の 証 明

グ リ ー ン 調 達

適 合 品 の 確 認

化学物質を発散する

建築材料等の使用制限

本工事に使用する建築材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を有するものとし、次の

１）～５）を満たすものとする。

１）合板、木質系ﾌﾛｰﾘﾝｸﾞ、構造用ﾊﾟﾈﾙ、集成材、単板積層材、MDF、ﾊﾟｰﾃｨｸﾙﾎﾞｰﾄﾞ、その他の木質

建材、ﾕﾘｱ樹脂板、仕上げ塗材及び壁紙は、ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞを発散しないか、発散が極めて少ない

ものとする。

２）保温材､緩衝材､断熱材はﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ及びｽﾁﾚﾝを発散しないか､発散が極めて少ないものとする。

ﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ､ｱｾﾄｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ､ﾄﾙｴﾝ､ｷｼﾚﾝ､ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝを発散しないか、発散が極めて少ないものとする。

３）接着剤はﾌﾀﾙ酸ｼﾞｰnｰﾌﾞﾁﾙ及びﾌﾀﾙ酸ｼﾞｰ2-ｴﾁﾙﾍｷｼﾙを含有しない難揮発性の可塑剤を使用し、ﾎﾙ

４）塗料はﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ、ﾄﾙｴﾝ、ｷｼﾚﾝ、ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝを発散しないか、発散は極めて少ないものとする。

５）上記１）、３）及び４）の建築材料等を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器

等は、ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞを発散しないか、発散が極めて少ないもの

なお、ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞを発散しないものとは発散量が規制対象外のものを、ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞの発散が極めて

少ないものとは発散量が第３種のものをいい、原則として規制対象外のものを使用するものとする

が、該当する材料等がない場合は、第３種のものを使用するものとする。

また、「ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞの発散量」は次のとおりとする。

①ＪＩＳ及びＪＡＳのＦ☆☆☆☆規格品規 制 対 象 外

③下記表示のあるＪＡＳ規格品

ｂ．接着剤等不使用

ａ．非ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ系接着剤使用

ｃ．非ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ系接着剤及びﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞを放散しない材料使用

ｄ．ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞを放散しない塗料等使用

ｅ．非ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ系接着剤及びﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞを放散しない塗料使用

ｆ．非ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ系接着剤及びﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞを放散しない塗料等使用

①ＪＩＳ及びＪＡＳのＦ☆☆☆☆規格品第 三 種

機 材 の 承 諾

本工事に使用する設備機材等は、設計図書に規定するもの、または、これらと同等のものとする。

機材の承諾に際しては、原則として国土交通省大臣官房官庁営繕部建築課営繕技術管理室監修の機

②建築基準法施工令第２０条の５第３項による国土交通大臣認定品

電気 工作 物の 種類

電 気 保 安 技 術 者

現 場 代 理 人

施工 体制 台帳 等の

作 成 ・ 提 出

※適用する ○適用しない

※事業用電気工作物 ○一般用電気工作物

技 能 士

工事用電力・水その他

官公 署等 への 手続

工 事 用 仮 設 物

官公署等への手続きは速やかに行い、それに要する費用は全て請負者の負担とする。

構内につくることが（※できる ○できない）

○熱絶縁施工（保温工事）

監 督 職 員 事 務 所

監督 職員 事務 所に

備 え 付 け る 図 書

○

○ ※設置しない ○設置する（○本工事 ○別途）

下記の図書を監督職員事務所に備え付ける。

足 場 ・ さ ん 橋 類 ※別契約の関係者・請負者が定置したものは、無償で使用できる。

・機械設備工事施工チェックシート・建築設備耐震設計施工指針

・工事写真の取り方（建築設備編）

械設備工事承諾図様式集（平成１６年版）によるものとする。

一

般

項

事

１）特記仕様書及び図面に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部の「公共建築工事標準仕様書・同改修工事

グリーン調達方針」（以下、「グリーン調達」という。）の特定調達品目を示す。

②建築基準法施工令第２０条の５第４項による国土交通大臣認定品

③旧ＪＩＳのＥｏ規格品

④旧ＪＡＳのＦＣｏ規格品

本工事の施工に当たっては、請負契約書第１０条の規定による現場代理人は、主任技術者又は監理

技術者と同様、請負者との直接的かつ恒常的な雇用関係のある者を選任する。

○配管（配管工事） ○建築板金（ダクト製作及び取付け）

・公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）・公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編）

・公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）・機械設備工事監理指針

建 設 機 械 ※「排ガス対策型建設機械」又は「排ガス浄化装置」を装着したもの及び「低騒音型、低振動型建

設機械指定要領」に基づき指定された建設機械を使用すること。

建 設 副 産 物 及 び

建 設 発 生 土

階数構造 延面積(㎡) 備 考消防法令別表１の区分

特 記 事 項項 目章

該当する建築材料ホルムアルデヒドの発生量

設 備 機 材 等●

●

●

●

●

●

●

○

○冷凍空気調和機器施工（チリングユニット、パッケージ形空気調和機の据付及び整備）

○特別管理産業廃棄物

○ＰＣＢ使用機器 ○ＳＦ６ガス使用機器 ○

○引き渡しを要する物 【 】

の 処 分

建 設 副 産 物 及 び

建 設 発 生 土

○（財）城陽山砂利採取地整備公社（城陽市富野猪谷１－７他）の 処 分

※構外指定地に搬出処理

工事請負業者提出書類一覧により提出。

１）建設大臣官房官庁営繕部監修「工事写真の撮り方 建築設備編」による。

２）工事完成時、整理上、１部（ネガ共）提出する。

３）履行報告用工事写真は、デジタルカメラで撮影可とする。

履 行 報 告

工 事 写 真

背貼り製本

機器製作図 ファイル止

保守指導案内書（機器取説書を含む）

機器性能試験成績書・保証書・施工の試験成績書

副本

完成図・施工図

アルバム綴り

完 成 図 書

完 成 図

施 工 図

機 器 完 成 図 等

原 図

完 成 写 真

諸官庁提出書類

２）外部足場は安全ネット付とする。

付属 品及 び 予備 品

電子データの提出等

著 作 権 等

高 度 技 術

るものとする。

請負者は、工事施工において自ら立案した創意工夫や技術力に関する項目、または地域社会への貢

献として評価できる項目に関する事項について、工事完了までに所定の様式により提出することが

できる。

外 部 足 場

当該建物において取得する、施工図等の著作権に係わる当該建物に限る使用権は、発注者に委譲す

１）外部足場周囲は２ｍＨの防護柵で囲う。

３）外部足場は外壁より固定を行い安全を確保する。

創 意 工 夫 ・

空 気 調 和 設 備

換 気 設 備

排 煙 設 備

○

○

調

整

合

○室内気流及びじんあいの測定

○室内気流及びじんあいの測定

○風量調整（測定共）

○風量調整（測定共）

○騒音の測定

○騒音の測定

総

配 管 材 料

一 般 用 弁

水道直結部及び図面特記部の耐圧はＪＩＳ又はＪＶ１０Ｋ、その他はＪＩＳ又はＪＶ５Ｋとする。

機器廻りに取付けるフレキシブルジョイントは、鋼板に対してはベローズ形、ＦＲＰに対しては

伸 縮 管 継 手

合成ゴム製とする。

配管材料は標準仕様書第２編２．１による。

標準仕様書第２編２．２．１（１）～（１０）によるほか、下記による。

鋼管用伸縮管継手は ※ベローズ形 ○スリーブ形

異 種 管 の 接 合 異種管の接合は標準仕様書第２編２．５．１６の当該事項による。

管 の 接 合 標準仕様書第２編２．５の当該事項による。

溶 接 接 合 配管の溶接接合は標準仕様書第２編２．５．１５による。

※適用しない ○適用する（○放射線透過検査 ○浸透深傷検査又は磁粉深傷検査）

○

区画 貫通 部 の処 理

配管・ダクトの吊り

及 び 支 持 ２）ダクトの吊り及び支持などは標準仕様書第３編２．２の当該事項による。

土中埋設管の埋戻し土

標準仕様書第２編２．８．１（ａ）による。

被覆管を土中埋設する場合は、標準仕様書第２編２．７．１（ｅ）による。

１）配管の吊り及び支持などは標準仕様書第２編２．６．１及び２．６．３の当該事項による。

その他の管を土中埋設する場合は､山砂等で管の周囲を埋戻した後､掘削土の中の良質土を使用する。

地 中 埋 設 標 及 び

埋設 表示 用 テー プ ２）消火管 地中埋設標（※要 ○不要） 埋設表示用テープ（※要 ○不要）

３）ガス管 地中埋設標（※要 ○不要） 埋設表示用テープ（※要 ○不要）

埋設配管の防食処理

４）油 管 地中埋設標（※要 ○不要） 埋設表示用テープ（※要 ○不要）

配管の防食処理は、下記を除き標準仕様書第２編２．７．３の当該事項による。

土中埋設の排水用塩ビライニング鋼管は防食処置を行う。

保 温 及 び 塗 装

１）給水管 地中埋設標（※要 ○不要） 埋設表示用テープ（※要 ○不要）

２）車庫に露出のダクト及び配管の保温は、機械室による。

３）車庫に露出のダクト及び配管の塗装は ※行う ○行わない

４）合成樹脂製支持受 ※硬質ウレタンフォームに準ずるもの

エ ポ キ シ 樹 脂

コー ティ ン グ及 び

ラ イ ニ ン グ

エポキシ樹脂コーティング及びライニングの乾燥方法は下記による。

※加熱乾燥 ○常温乾燥

○

電 線 及 び 電 線 管

ＰＦ管で配管する場合は、合成樹脂製ボックスを使用する。

電線及び電線管等については標準仕様書第４編２．４の当該事項による。

接合部の非破壊検査は

鋼 材 工 事 機器付属金物及び配管、ダクトの支持金物は標準仕様書第２編４．６の当該事項による。

容 量 等 の 表 示 機器類の能力、容量等は表示された数値以上とする。

ス リ ー ブ

但し、電動機の出力、燃料消費量及び圧力損失は表示された数値以下とする。

柱及び梁以外の箇所で、開口補強が不要、かつ、スリーブ径が２００φ以下の部分に使用する場合

は、紙製仮枠を使用してもよい。その場合は、変形防止の措置を講じ、かつ配管施工前に仮枠を必

ず取り除く。

は つ り はつり及び穴開けを行う場合は、改修標準仕様書第２編第４章の当該事項による。

耐 震 措 置

ボ ッ ク ス

フレキシブルジョイント

○ビーズ法ポリスチレンフォームに準ずるもの

１）耐震措置の計算及び施工方法について、標準仕様書、標準図及び図面に記載なきものは、「建

築設備耐震設計・施工指針（建設省住宅局建築指導課監修１９９７年版」による。

１）ロックウール保温材、グラスウール保温材及びポリスチレンフォーム保温材が特記されている

箇所は、どれを使用してもよい。但し、給水管、排水管で、床下、暗渠内、屋外露出及び浴室、

厨房等の多湿箇所はポリステレンフォーム保温材とする。

上 層 階 、 屋 上 及 び 塔 屋

中 間 階

機 器

防 振 設 備 機 器

水 槽 類

機 器

防 振 設 備 機 器

水 槽 類

イ）設計用水平震度

確認し、監督職員の承諾を受ける。

２）下記の設計用水平震度及び鉛直震度により、据付ボルト・アンカーボルトなどの耐震性能を

一

般

事

項

共

通

適

項

用

事

重要機器 一般機器 重要機器 一般機器
機器種別設置場所

1.52.0

2.0 1.52.0

1.5

1.5

2.0

2.0 1.5

1.0

1.01.5

1.5 1.5

1.0

1.01.5

1.0

1.0

0.6

1.0 0.61.5

大きさ 部数

１部

１部

１部

名 称 内 容

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

○

●完成図 ●完成写真 （指定物を（※ＣＤ－Ｒ ○ＭＯ）にて提出する）

ロ）鉛直震度は、水平震度の１／２とする。

重要機器は、図示による。

１ 階 及 び 地 下 階

機 器

防 振 設 備 機 器

水 槽 類

上層階の定義は、次による。

６階建以下の場合は最上階、７～９階建の場合は上層２階、１０～１２階建の場合 は上層３階、

１３階建以上の場合は上層４階

0.6 0.6 0.41.0

1.0 1.0 0.6

0.6

1.0

1.01.01.5

防煙 ダン パ ー及 び

防火 防煙 ダ ンパ ー

○

○手動復帰式

復帰方式は ※遠方復帰式 （電気式（定格入力 Ｄ２４Ｖ ０.６Ａ以下））

消 音 内 貼 ダクト及びチャンバー、消音エルボの内貼り（箇所図示）は下記による。

３）点検口は内貼り仕様又は断熱戸とする。

２）チャンバーの寸法は、外形寸法を示す。（但し、ダクト及び消音エルボは、内形寸法を示す。）

○

１）消音内貼り部分の外部保温は、 ※不要 ○要

た わ み 継 手○

ド レ ン 抜 き

標準仕様書第３編１．１４．９の当該事項による。

○

取 付 枠

外壁に面するガラリに直接取付けるチャンバー類に必要に応じ設ける。

○

ア ンカ ーボ ルト の

ナット用合成樹脂製

キ ャ ッ プ

防火区画部に取り付ける吹出口・吸込口等で取付枠を必要とするものは鋼枠を使用する。

防 火 区 画

屋外設置機器のアンカーボルトのナット部分には、合成樹脂製キャップを被せる。

掲 示 板

天 井 仕 上 区 分

機械室に操作順序、注意事項、連絡先及び系統図などを記入した掲示板を設ける。

（ ）書きの室名は直天井を示し、その他は二重天井を示す。

○

他 工事 との 取合 い○ 工事区分表による。

設計時の温湿度条件

時 期

冬 期

夏 期

配 管 材 料

※配管用炭素綱鋼管（白）

ダ ク ト の 種 別○

ダ ク ト の 工 法

※低圧ダクト ○高圧１ダクト ○高圧２ダクト

○アングルフランジ工法○

ダ クト の分 岐方 法○ ○割込み工法 ○直付け工法

○コーナーボルト工法 （○共板フランジ工法 ○スライドオンフランジ工法）

主 方 式 ○空気調和 ○全空気方式（○中央 ○各階ユニット）

主 要 熱 源 機 器 ○ボイラー （ ）

○温水発生機（ ）

○冷凍機 （ ）

○コージェネレーション装置（ ）

空

気

調

和

設

備

１）冷温水管・膨張管・エアー抜き管・膨張タンクよりボイラー等への補給水管

ダ クト の分 岐方 法 給気用ダクト ○割込み方式 ○直付け方式○

厨房排気ダクトの板厚 厨房排気ダクトは亜鉛鉄板製とし、板厚は下記による。

４５０ｍｍ以下

ダクトの長辺 板厚

０.６ｍｍ

○

排気用ダクト ○割込み方式 ○直付け方式

ダ ク ト の 種 別

ダ ク ト の 工 法

※低圧ダクト ○高圧１ダクト ○高圧２ダクト

○アングルフランジ工法○

○コーナーボルト工法 （○共板フランジ工法 ○スライドオンフランジ工法）

３）蒸気給気管 ※配管用炭素綱鋼管（黒） ○圧力配管用炭素綱鋼管（黒）

５）油管 一般配管 ※配管用炭素綱鋼管（黒）【トラフ内共】

地中配管（屋内及び屋外）※ポリエチレン被覆鋼管

６）空調用給水管○ステンレス鋼管（ＳＵＳ３０４）

○ポリ粉体鋼管（ＳＧＰ－ＰＡ、ＳＧＰ－ＦＰＡ）

７）空調用排水管○配管用炭素綱鋼管（白）（○ねじ接合 ○ＭＤジョイントによる接合）

９）パッケージ形空気調和機の２次側配管配線の仕様は製造者の標準仕様とする。

（呼び径６０Ｓｕ以下は拡管式、呼び径７５Ｓｕ以上は溶接接合）

温 度 計 温度計は下記による。○

定 風 量 ユ ニ ッ ト

変 風 量 ユ ニ ッ ト

○

ファンコイルユニット

ファンコイルユニット

カ セ ッ ト 形

○メカニカルタイプ ○風速センサータイプ

○

オイルサービスタンク○

地 下オ イル タン ク

１）油面計 ※ゲージ式 ○ガラス管式

１）ふたは ※ＷＰＭ－ＡＷ形 ○ＷＰＭ－ＤＷ形○

２）タンク室を ○設けない コンクリート工事は ※本工事 ○別途建築工事

内部充填砂は ※本工事 ○別途建築工事

※工業用バイメタル式温度計 ○ガラス製棒状温度計 ○ガラス製二重管温度計

２）油面制御装置の機能は下記による。

○満油警報 ○遠隔警報（○減油 ○満減油）

○給油ポンプの起動、停止制御用 ○返送ポンプの起動、停止制御用

○設ける コンクリート躯体工事は ※本工事 ○別途建築工事

タンク外面防護措置を ※施工しない ○施工する

３）タンク外面防護措置方式 ○アスファルト被覆 ○エポキシ樹脂被覆

５）遠隔油量指示計 ※設ける

厚さ ※３.２ｍｍ ○４.５ｍｍ

ば い 煙 濃 度 計 ○設けない ○設ける（電源はボイラー制御部より取出し、配管配線共本工事に含む）○

○ば いじ ん量 測定 口

※ファン付 ○ファンなし

○

保 温 及 び 塗 装 標準仕様書の当該事項による。ただし、下記部分は本仕様とする。

イ）［屋内］ ※カラー亜鉛鉄板 ○ステンレス鋼板 ○アルミニウム板

３）弁・ストレーナなどの金属製カバー外装種別は、下記による。

は、エアー抜き弁までとする。

４）エアー抜き管の保温厚は、２０ｍｍとし、仕様は当該配管の項に準ずる。又、保温を行う範囲

６）トラフ内の油管はプラスチックテープ１／２重ね１回巻きとする。

７）膨張管・補給水管の保温は冷温水管に準ずる。

４）基礎抗 ※不要 ○要

鋼 板 製 煙 道

煙道に８０φ以上のフランジ付きの検査口を設ける。

５）加湿用給水タンクの保温は膨張タンクに準ずる。

８）保温を施す膨張タンク等のふたの保温は ※要 ○不要とする。

９）下記部分の冷却水配管は、保温（防露）を行い、仕様は温水管の項による。

４）蒸気還管 ※圧力配管用炭素綱鋼管（黒）

１）風量分配ダクト ○亜鉛鉄板製 ○自己消火性のポリスチレンフォームなど

○塩ビライニング鋼管（ＳＧＰ－ＶＡ、ＳＧＰ－ＦＶＡ）

２）冷却水管 ※配管用炭素綱鋼管（白）

(図面特記部分は除く)

(図面特記部分は除く)

屋 外場 所
屋内（調整目標値）

温度（DB） 湿度（RH） 温度（DB） 湿度（RH） 温度（DB） 湿度（RH）

℃

℃

％

％

ロ）［屋外］ ※カラー亜鉛鉄板 ○ステンレス鋼板 ○アルミニウム板

22.0℃

26.0℃

40 ％

50 ％

普通教室

0.5℃ 64.7％

36.1℃ 50.5％

共

通

適

用

事

項

４５０ｍｍを超え１２００ｍｍ以下

１２００ｍｍを超え１８００ｍｍ以下

０.８ｍｍ

１.０ｍｍ

１.２ｍｍ１８００ｍｍを超えるもの

○排 気 フ ー ド

標準仕様書第３編１．１１．３の当該事項による。○

１）排気フードの補強、支給金物、接合剤等は、亜鉛鉄板製ダクトの当該事項によるものとし、

材質は ※ステンレス鋼板（補強共） ○亜鉛鉄板

３）グリースフィルターの予備 ※不要 ○要

２）全熱交換器の外気取入ダクトには保温を行う。

上記１）．２）で保温を行う場合の仕様は標準仕様書第２編３．１．４の表２．３．２による。

保 温○

２）排気フード廻りに取付ける幕板は、上記フードと同材質とする。 ※本工事 ○別途工事

消音ボックス付送風機

１）・多湿箇所のダクトの保温 ※不要 ○要

・厨房用外気取入ダクトの保温 ※不要 ○要

・外気取入チャンバーの保温 ※不要 ○要

設

気

換

備

○

ダ ク ト の 種 別○

ダ ク ト の 工 法○

ダ ク ト の 材 料

○アングルフランジ工法

○

○排 煙 口

保 温

工事）とする。

小 便 器 用 節 水 装 置○

自 動 水 栓○

水 石 け ん 入 れ○

○身 障 者 用 器 具

大 便 器 耐 火 カ バ ー

２）洗面器の水栓は自動水栓とする。

○

※設ける（ピット内は除く） ○設けない

排 煙 対 象 部 分

４）ダンパー本体及び操作盤との渡り配線は本工事とし、それ以降の制御配管配線は別途（電気

備

衛

生

器

具

設

備

排

煙

設

○廊下 ○事務室 ○図示 最大面積 ㎡

給 水 方 式

配 管 材 料

水 栓 柱

○ステンレス製 （ ）

○合成樹脂製 （７０Ｘ７０ｘ１３００Ｈ）

○人造石とぎ出し製（ ）

特記なき場合水栓取付け高さは約６００とする。

○

管 の 埋 設 深 さ

加 入 金 等

２）構内車両通路※６００ｍｍ

○

１）一般敷地 ※３００ｍｍ ○

○不要 ○要（○本工事 ○別途工事） 名称：

給 湯 方 式

○配 管 材 料

○中央式 ○局所式

○保 温

（イ）．Ⅵとする。

○

消 火 設 備 の 種 類 ○屋内消火栓 ○スプリンクラー ○泡消火 ○不活性ガス消火（ ）○

表 示 灯 屋内消火栓箱には、消火ポンプ運転表示灯取付口を設ける。○

１）膨張管・補給水管の保護は冷温水管に準ずる。

保 温○

○ガ ス の 種 類

配 管 材 料○

配 管 材 料

ガス供給事業者名：

［屋内］ ※配管用炭素綱鋼管（白） ○合成樹脂被覆鋼管○

土中埋設管の接合方法

［屋外］ ※ポリエチレン管

○

ピ ッ ト 内 施 工 法

○ネジ工法 ○ＳＧＭ工法 ○ＰＥ管工法

○

○負 担 金

※溶接工法

○不要 ○要

○連結送水管 ○連結散水装置 ○フード等用簡易自動消火装置 ○屋外消火栓

備

設

給

湯

備

設

消

火

備

設

ガ

ス

２）ガス湯沸器の排気筒の隠蔽箇所の保温は、標準仕様書第２編３．１．５の表２．３．５による

消火用充水タンクの保温を ※施工する（膨張タンクによる） ○施工しない

消火用呼水タンクの保温を ※施工しない ○施工する（膨張タンクによる）

屋外露出管の保温を ※施工しない ○施工する（給水管の保温仕様に準ずる）

２）地中配管（屋内及び屋外） ※外面被覆鋼管（○ＳＧＰ－ＶＳ ○ＳＧＰ－ＰＳ）

１）一般配管 ○配管用炭素綱鋼管（白） ○圧力配管用炭素綱鋼管（白）

○都市ガス発熱量 ＫＪ／m3（Ｎ） ○液化石油ガス（※５０ｋｇ ○２０ｋｇ）

※銅管（壁又は床埋設をする場合は、保温付被覆銅管を使用してもよい。） ○

排 水 方 式

放 流 先

配 管 材 料

漏 水 試 験 継 手 ※要（図示箇所に取付る） ○不要

負 担 金

※不要 ○要

○

○不要 ○要（○本工事 ○別途工事） 名称：○

○煙 試 験

ＦＶＰ）とし、継手はフランジ又はハウジング形継手とする。

塩ビライニング鋼管（ＳＧＰ－ＶＡ、ＳＧＰ－ＦＶＡ）（地中配管はＳＧＰ－ＶＤ、ＳＧＰ－

５）鋼管類のポンプアップ排水用の配管は

ポンプ排水 ○有り （○汚物 ○雑排水 ○汚水 ○浄化槽２次側） ○無し

１）屋内汚水管 ○メカニカル形排水用鋳鉄管（※１種管 ○２種管）

３）屋外汚水・雑排水管 ○リサイクル硬質塩化ビニル管（ＲＥＰ－ＶＵ） ○ビニル管（ＶＰ）

○リサイクル三層硬質塩化ビニル管（ＲＳ－ＶＵ）

○リサイクル発泡三層硬質塩化ビニル管（ＲＦ－ＶＰ）

４）通気管 ○排水用塩ビライニング鋼管 ○配管用炭素綱鋼管（白）

○リサイクル発泡三層硬質塩化ビニル管（ＲＦ－ＶＰ）

水

排

設

備

給

水

設

備

○高圧１ダクト ○高圧２ダクト

※亜鉛鉄板製 ○普通鉄板製

１）形状 ○スリットフェース形 ○パネル形 ○ダンパー形

２）排煙口の作動 ○手動 （○機械式 ○電気式） ○煙感知器連動

３）復帰装置 ○手元復帰式（○手動式 ○電気式） ○遠方復帰式

床下及び暗渠内の保温 ※不要 ○要（図示）

電気供給方式は ※ＡＣ電源 ○乾電池 ○水流発電充電池

電気供給方式は ※ＡＣ電源 ○乾電池 ○水流発電充電池

○衛生陶器取付形 ○壁取付形 ○カウンター取付形

１）大便器洗浄弁は ※非接触式センサーＦＶ ○くつべら式押ボタン

１）一般配管 ※ポリ粉体ライニング鋼管（ＳＧＰ－ＰＢ、ＳＧＰ－ＦＰＢ）

○ステンレス鋼管（ＳＵＳ３０４）

（呼び径６０Ｓｕ以下は拡管式、呼び径７５Ｓｕ以上は溶接接合）

２）地中配管［屋内］ ※ポリ粉体ライニング鋼管（ＳＧＰ－ＰＤ、ＳＧＰ－ＦＰＤ）

○ステンレス鋼管（ＳＵＳ３１６）

（呼び径６０Ｓｕ以下は拡管式、呼び径７５Ｓｕ以上は溶接接合）

○塩ビライニング鋼管（ＳＧＰ－ＶＤ、ＳＧＰ－ＦＶＤ）

［屋外］ ※ポリ粉体ライニング鋼管（ＳＧＰ－ＰＤ、ＳＧＰ－ＦＰＤ）

○ステンレス鋼管（ＳＵＳ３１６）

（呼び径６０Ｓｕ以下は拡管式、呼び径７５Ｓｕ以上は溶接接合）

○ポリエチレン管（５０φ以下）（※２種 ○１種）

○塩ビライニング鋼管（ＳＧＰ－ＶＤ、ＳＧＰ－ＦＶＤ）

○ビニル管（ＨＩＶＰ）

○ポリエチレン管（５０φ以下）（※２種 ○１種）

(図面特記部分は除く)

(図面特記部分は除く)

(図面特記部分は除く)

(図面特記部分は除く)

○

２）屋内雑排水管 ○配管用炭素綱鋼管（白） ○排水用塩ビライニング鋼管

別表１ 付属品・予備品

○ウォールキャビネット（Ｗ＝ Ｄ＝ Ｈ＝ ）ｘ 個

（産業廃棄物運搬車両の表示等）

●特記事項（産業廃棄物運搬車両の表示等）

●特記事項（産業廃棄物税）

また、中間処理施設に搬入された産業廃棄物においても、リサイクル後の処理残滓等が最終処分場に搬入される場合は、最終

処分場に搬入される量に対して課税される。なお、本工事においても、産廃税相当額を見込んでいる。

工事完成時に産業廃棄物の収集運搬車両への表示状況が確認できる写真を提出すること。

○

○福知山建設発生土処理場（福知山市長尾地内）

木 材【 】

○風量調整（測定共） ○水量調整（測定共）

○室内外空気の温湿度の測定

○騒音の測定

保温化粧ケースの下部カバーは ○要 ○不要 とする。

［屋内］ 隠ぺい部 ※不要 ○要

露出部 ※保温化粧ケース（塩化ビニル樹脂製） ○

○ ○水道直結方式 ○高置タンク方式 ○圧力タンク方式 ○ポンプ直送方式

○

○マンホールフック ○パイプレンチ ○ポンププライヤー ○ボンテン（大、小）

○

○一般の施設

屋 外

○ ○平面階 ○図示 ○

平成17年4月1日より「京都府産業廃棄物税条例」に基づき導入される産業廃棄物税（以下「産廃税」という。）は、京都府内

の最終処分施設に搬入される産業廃棄物について課税されるものである。

（1）収集運搬車両の両側面に鮮明に識別しやすい文字の色で次の内容の表示を行うこと。

・「産業廃棄物運搬車」の文字（ JIS Z8305 140ポイント以上（5ｃｍ以上））

・事業者の氏名又は名称 （ 同 90ポイント以上（3ｃｍ以上））

（2）収集運搬車両は、次の内容が記載された書面を備え付けること。

・「氏名又は名称及び住所」、「運搬する産業廃棄物の種類及び数量」、「運搬する産業廃棄物の積載日」

「積載した事業場の名称、所在地及び連絡先」、「運搬先の事業場の名称、所在地及び連絡先」

１ 自己（社）運搬の場合

２ 許可業者に運搬を委託する場合

（1）収集運搬車両の両側面に鮮明に識別しやすい文字の色で次の内容の表示がされている業者に委託すること。

・「産業廃棄物運搬車」の文字（ JIS Z8305 140ポイント以上（5ｃｍ以上））

・許可業者の氏名又は名称 （ 同 90ポイント以上（3ｃｍ以上））

・統一許可番号（下6桁） （ 同 90ポイント以上（3ｃｍ以上））

（2）収集運搬車両に次の書面が備え付けられている業者に委託すること。

・産業廃棄物収集運搬業の許可証の写し

・産業廃棄物管理票（マニフェスト）

３ 提出資料

○盤類予備品（ランプ及びヒューズの１００％）

１）冷媒管の保温外装は下記による。

２）ファンコイルユニット等のドレン管の保温は、給排水設備工事の排水管による。

現場説明事項書による

請負者は、請負金額３千万円以上（建築一式工事については４千５百万円以上）の工事について

施工体制台帳（下請契約書等添付）及び施工体系図を作成し、監督職員に提出しなければならない。

● 請負者は、工事完成時に、建退共運営実績報告書を提出しなければならない。建退 共運 営実 績報 告 ^ 2

標準仕様書によるほか、別表１による。

１）「建設副産物処理計画書」「建設発生土処理計画書」を監督職員に提出する。

２）関係法令等に従い、適正に廃棄物等を処理し、「建設副産物処理報告書」「建設発生土処理報

告書」により監督職員に報告する。

１．工事場所

既設建物

●

○

●

●

●

●

●

● ●建設副産物 ●指定地処分は次のとおり。

●

●

●

●

●

●

●

●

○ファンコイル・ダクト併用方式 ●個別方式

●

○溶融亜鉛メッキ鋼板製 ●ステンレス鋼板製）

○ビニル管（ＨＩＶＰ）

●

●

汚水と雑排水 ［屋内］ ●分流式 ○合流式

汚水・雑排水と雨水 ［屋外］ ○分流式 ●合流式

１）汚水 ○直放流下水管 ●し尿浄化槽

２）雑排水 ○直放流下水管 ●し尿浄化槽 ○別途桝（建築工事）

●ビニル管（ＶＰ）

○

○

○

○

３

○

○

○

●建設副産物

●再生資源利用を図る物【コンクリート・アスファルト・木材 】

○構外搬出適切処理（自由処分）

８）冷媒管 ○鋼管 ○銅管 ●断熱材被覆銅管

●塩ビライニング鋼管（ＳＧＰ－ＶＢ）

●ビニル管（ＨＩＶＰ）

ＲＣ

○空気熱源ヒートポンプパッケージ形空気調和機 ●氷蓄熱式空気調和機

２）工事種目に電気設備工事及び建築工事を含む場合、その仕様は当該図面による。

●特定の施設

○

京都府船井郡京丹波町地内

京丹波町中央公民館 １項（ロ）

京丹波町中央公民館

○

○

○

○

本工事に必要な工事用電力・水などの費用は、無償とする。

○本工事で定置する。

背貼り製本 Ａ３版 １部

部

１部

Ａ４版 １部

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○氷蓄熱ユニット （ ）

●パッケージ形空気調和機 （ ）

○水道用塩ビライニング鋼管(ＳＧＰ－ＶＢ)屋外●ビニル管（ＶＰ）屋内

○塩ビライニング鋼管（ＳＧＰ－ＶＢ、ＳＧＰ－ＦＶＢ）

［屋外］ ○ステンレス鋼板

●保温化粧ケース（●樹脂製 ○アルミ合金製

○

○排水用塩ビライニング鋼管 ○ビニル管（ＶＰ）

○工具箱（ドライバー、モンキーレンチ、組スパナー、ハンマー）

○イージーキャビネット １箱 ○キーボックス ○鍵（盤他（名札付））

アスファルト塊【 】

訂正

Kazu 一級建築士事務所

前田和成 （一級建築士登録番号 第158503号）

承 諾 設 計 担 当 製 図

前田

縮尺

製作日 図面名称

工事名称 図面番号

京丹波町中央公民館

空調設備 特記仕様書

標準仕様書（機械設備工事編）（平成１９年版）」（以下、「標準仕様書」という。）及び「公共建築設備工事標準図（機

械設備工事編）（平成１９年版）」（以下、「標準図」という。）による。

コンクリート塊【 金下建設 】

○建設発生土

○構内指示場所に敷き均し（不良土は構外適切処理）

○工事実績情報の登録

● 月報 ※２部 ○３部 毎月月末〆のものを翌月５日までに提出する。

○

4/6
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押
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床

押入 押入

押入
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１階平面図
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玄関

スロープ
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受水槽

ボイラー室

コピー室

相談室

事務室

教育長室

23 5 2 , 3 0 0

4
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0
0
0

1 5 , 6 7 0

１階床面積 ５７８．４３９㎡

２階床面積 ５５１．９７４㎡

３階床面積 ５５１．９７４㎡

Ｒ階床面積 ２８．０００㎡

延べ床面積 １７１０．３８７㎡

消火栓

甲種防火扉

乙種防火扉

玄関ホール

・常時閉鎖式

甲種防火ｼｬｯﾀｰ

和室1 和室2

１階・２階 空調設備図
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7, 0 0 0 7 , 0 0 06 , 0 0 08 5

女子便所

男子便所
廊下

事務所

廊下
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休息
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１倉庫

２倉庫
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屋外階段

U
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２階平面図
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5
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RPK-AP50K

RPC-AP80K1

R1 D

RAS-AP50HVM4

RAS-AP50HVM4

RAS-AP63HVM3
RAS-AP63HVM3

RAS-AP80HVM2

RAS-AP50HVM4

DR2

D
R1

PAC-1

RPC-AP50K1

D
R1

PAC-4
PAC-3

PAC-5

RPV-AP63KRPV-AP63K

R1D DR1

R1

R1

RPV-AP50K

RAC-AP140K1

R2

R1
D

D

D

D

RAS-AP40HVM4

RAS-AP40HVM4RPK-AP40K

RAC-AP140HVM3

PAC-8

PAC-7

記号 管サイズ

冷媒管リスト

１５．９φ／９．５φ

１２．７φ／６．４φ

R2

R 1

空調機器リスト（送風機・圧縮機出力表）

別途工事
別途工事

PAC-2

PAC-7

別途工事

PAC-6

PAC-1

PAC-2

PAC-3

PAC-4

PAC-5

PAC-6

PAC-7

PAC-8

PAC-9

壁掛型

壁掛型

壁掛型

天吊型

床置型

床置型

天吊型

床置型

天吊型

冷房4.5k 暖房5.0k RPK-AP50HVM4 1F 事務所

記 号 名 称 能 力 参考型式 台数 設置場所 内FAN 外FAN 圧縮 暖房定格標準

0.03 0.04 0.65 1.3

消費電力(KW)三相（KW）

備考

冷房4.5k 暖房5.0k 0.04 0.65

0.04 0.65

冷房4.5k 暖房5.0k 0.04 0.65

0.65

1

1

1

1

1

1

1

1

1

冷房5.6k 暖房6.3k

冷房5.6k 暖房6.3k

冷房7.1k 暖房8.0k

冷房3.6k 暖房4.0k

冷房12.5k 暖房14.0k

冷房3.6k 暖房4.0k

RPC-AP50HVM4

RPV-AP63HVM3

RPV-AP63HVM3

RPC-AP80HVM2

RPK-AP40HVM4

RPV-AP50HVM4

RPC-AP140HVM3

RPK-AP40HVM4

1F 事務室

1F 和室2

1F 和室1

1F調理講習室

2F 事務所

2F 学習室

2F 図書室

3F 事務所

0.035 1.2

0.035 0.07 1.58

0.035 0.07 1.58

0.05 0.07 1.40

1.00

1.00

2.23

0.02 0.914

0.035 1.25

0.135 0.14 2.50 3.94

0.02 0.04

小計

合計 三相合計

0.395 0.55 9.15 14.908

10.095 14.908

0.914

※

※

※

※

※印は、別途工事 ただし配管配線は本工事に含む。

前田
Kazu 一級建築士事務所
前田和成 （一級建築士登録番号 第158 5 0 3号）

図面番号工事名称

図面名称製作日

縮尺承 諾 設 計 担 当 製 図訂正
京丹波町中央公民館
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RPK-AP40K

R1

R1

記号 管サイズ

冷媒管リスト

１５．９φ／９．５φ

１２．７φ／６．４φ

R2

R 1

D

D

PAC-9
PAC-9

別途工事

空調機器リスト（送風機・圧縮機出力表）

PAC-1

PAC-2

PAC-3

PAC-4

PAC-5

PAC-6

PAC-7

PAC-8

PAC-9

壁掛型

壁掛型

壁掛型

天吊型

床置型

床置型

天吊型

床置型

天吊型

冷房4.5k 暖房5.0k RPK-AP50HVM4 1F 事務所

記 号 名 称 能 力 参考型式 台数 設置場所 内FAN 外FAN 圧縮 暖房定格標準

0.03 0.04 0.65 1.3

消費電力(KW)三相（KW）

備考

冷房4.5k 暖房5.0k 0.04 0.65

0.04 0.65

冷房4.5k 暖房5.0k 0.04 0.65

0.65

1

1

1

1

1

1

1

1

1

冷房5.6k 暖房6.3k

冷房5.6k 暖房6.3k

冷房7.1k 暖房8.0k

冷房3.6k 暖房4.0k

冷房12.5k 暖房14.0k

冷房3.6k 暖房4.0k

RPC-AP50HVM4

RPV-AP63HVM3

RPV-AP63HVM3

RPC-AP80HVM2

RPK-AP40HVM4

RPV-AP50HVM4

RPC-AP140HVM3

RPK-AP40HVM4

1F 事務室

1F 和室2

1F 和室1

1F調理講習室

2F 事務所

2F 学習室

2F 図書室

3F 事務所

0.035 1.2

0.035 0.07 1.58

0.035 0.07 1.58

0.05 0.07 1.40

1.00

1.00

2.23

0.02 0.914

0.035 1.25

0.135 0.14 2.50 3.94

0.02 0.04

小計

合計 三相合計

0.395 0.55 9.15 14.908

10.095 14.908

0.914

※

※

※

※

※印は、別途工事 ただし配管配線は本工事に含む。

前田
Kazu 一級建築士事務所
前田和成 （一級建築士登録番号 第15 8 5 0 3号）

図面番号工事名称

図面名称製作日

縮尺承 諾 設 計 担 当 製 図訂正
京丹波町中央公民館
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